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社会科学研究所 定例研究会 報告要旨 
 
2006 年 5 月 20 日（土）13:30～17:30 
場 所： 専修大学神田校舎 7号館 773 号教室 
テーマ： 多項ロジット・モデル分析のフロンティアについて 
報告者： 依田 高典 氏 （京都大学経済学部助教授） 
















時 間： 6 月 1日（木）16:20～18:30 
場 所： 生田社会科学研究所（図書館分館５階） 
報告内容概略： 
 総人口 13 億人、うち農村人口 9億人(世界の 10%の土地で 21%の人口を養っている)等、
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(加入者 5,500 万人、受給者 250 万人)、合作医療(現在、カバー率は 23.5%)、五保護(食･
衣･住･医･葬についての保護)、生活保護 776 万人、貧困救済 1054 万人、などが紹介され
た。05 年度の貧困人口(683 元/年、以下)2,365 万人に低収入人口(684-944 元/年)を加え
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2006 年 6 月 19 日（月） 定例研究会報告 
テーマ： International Anti-Poverty Policy（「貧困対策の国際的展望」） 
報告者： David Gordon（ブリストル大学教授、専修大学経済学部客員教授） 
時 間： 16 時 30 分 
場 所： 9 号館 6階会議室 
報告内容概略： 
 本報告でゴードン氏は、「思想・レトリック」「現実」「原因」「解決策」という 4 つの視
座から、貧困問題とその対策の現況・展望を豊富なデータにもとづき説明された。貧困は、
自然法上の必然であるとか個人の自堕落によるものではなく、「社会」の問題であり、ゆ
えに社会による貧困対策が重要であるとの思想は、啓蒙思想家コンドルセ以来、たびたび
表明されてきた。近年では、たとえば英国のブレア首相が貧困撲滅を推進するとの声明を
発表している。ひるがえって現実の貧困問題を考えると、国際死因統計上「極度の貧困」
に起因する死亡がいまだに多数をしめる状況である。世界規模での所得分布の不均等が、
最貧国・地域における生活環境の劣悪さ（たとえば、衛生インフラや医療・教育などの欠
如）を持続させているのである。どのような解決策が模索されるべきか。ゴードン氏は、
世界銀行による「市場」にまかせ経済成長を志向する路線（いわゆる「ワシントン合意」
路線）の不充分さを指摘する。確かに近年の開発計画では、食糧・医療援助や教育施設へ
の資金提供など人的資本にかんする援助は重視されてきているが、対症療法的であり、貧
困を予防するための措置がさらに必要だという。富の偏在が貧困問題の根本要因であると
の観点から、ＥＵ的な所得再分配政策路線に希望を見出している。報告会の時間的制約も
あり、再分配を地球規模でどう進めるのかについてまで具体的に伺うことはできなかった
が、それはむしろ投げかけられた問題として、我々自身も真摯に考えていくべき問題であ
ろう。 
記：専修大学経済学部・永島 剛 
